
 

第１回 千代川圏域県管理河川の減災対策協議会（仮称） 

 

日 時：平成 29 年 5 月 18 日（木） 

10 時 10 分～ 

場 所：国土交通省鳥取河川国道事務所 

 会議室 

 

 

議 事 次 第 

 

 

１．挨拶 

２．議事 

（１）設立趣旨、規約（案）の確認 

（２）水防災意識社会再構築ビジョンの県管理河川への展開 

（３）県管理河川における現状の水害リスク情報と取組状況 

（４）「水害に対する警戒･避難情報のあり方検討会」で抽出した    

課題について 

（５）減災のための目標と取組（案）及び今後の進め方について 

３．その他 
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「千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会（仮称）」 

設立趣旨（案） 

 

鳥取県では、人口減少・少子高齢化が進む状況下で、住み慣れた地域で安心して

暮らし続け、地域の豊かな資源や特性を活かして将来にわたり発展していくため、

『鳥取県元気づくり総合戦略(平成２７年１０月策定､平成２８年６月改定)』におい

て、｢県内から消滅可能性都市をゼロ｣にすることを目標として掲げ、人口減少対策

など鳥取発の地方創生に向けた取組を推進しています。 

また、近年の地球温暖化に伴う気候変動により、観測史上最大となる降雨が頻発

し、全国的に洪水による堤防決壊等の大規模な水害が多発している中、『鳥取県国

土強靱化計画(平成２８年３月策定)』を策定して、いかなる自然災害が起こっても、

機能不全に陥ることが避けられるような「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・

安心な地域・経済社会の構築に取り組んでいます。 

そのような中、平成２７年９月関東・東北豪雨災害では、鬼怒川における堤防決

壊に伴い、氾濫流による家屋の倒壊・流失や広範囲かつ長期間の浸水が発生し、こ

れらに避難の遅れも加わり、近年の水害では類を見ないほどの多数の孤立者が発生

しました。 

さらに、平成２８年８月、相次いで発生した台風に伴う豪雨により、北海道及び

東北地方の各地で氾濫被害が発生し、特に岩手県が管理する小本川では要配慮者利

用施設において入所者が逃げ遅れて犠牲になるなど、痛ましい被害が発生しました。 

これらの災害をうけ、国管理の大河川だけではなく、都道府県等が管理する中小

河川においても、「施設では防ぎきれない大洪水は必ず発生する」との考えに立ち、

社会全体で常に洪水氾濫に備える「水防災意識社会」を再構築する取組を加速し、

本格展開することが求められています。 

本県においても、近年短期的･局地的豪雨が頻発しており、１時間１００㎜以上の

局地的豪雨を観測するなど、大規模氾濫の懸念が高まっています。 

一方、県内河川は全国的にも急流河川であり、特に県管理の中小河川等は、流域

面積が小さく延長が短く、かつ河川断面も小さいことから、局地的に発生する集中

豪雨等により急激な水位上昇を引き起こす場合が多く、その上、県管理河川の整備

率は低く、堤防幅が確保されていない箇所が多いため、必ずしも治水安全度が確保

できていません。さらに県管理河川は、国管理河川に比して、格段に河川数は多く

延長も長いことから、河川状況の詳細な把握が困難な状況となっています。 

また、人口最少県である本県では、人口減少、少子高齢化が進み、地域コミュニ

ティの変化等の影響もあり、「自助」・「共助」による避難行動の実施、水防活動

等に関する地域防災力の低下が懸念されています。 

しかし、そのような中でも、「人と人の絆」で結ばれた鳥取の強みをさらに伸ば

し、いつまでも地域社会の中で安心して暮らすことのできる地域づくりを目指して

おり、昨年発生した鳥取県中部地震でも「人と人の絆」の力が発揮されています。 

こうした背景や経緯を踏まえ、県東部の県管理河川においても、河川管理者、沿

川市町等の関係機関が連携･協力し、減災のための目標を共有、ハード・ソフト対策

を一体的、計画的に推進する「千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会」を設立し

ます。 

 

資料－１ 
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千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会（仮称） 
 

 

 

千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会（仮称）  規約（案） 

 

（名称） 

第１条  本会は、「千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会（仮称）」（以下「協議会」と

いう。）と称する。 
※この協議会で対象とする河川は、一級河川千代川水系及び鳥取県東部の二級水系のうち、鳥取県管理

区間を示す。 

 
（目的） 

第２条 協議会は、鳥取県管理河川における堤防の決壊、越水や越波等に伴う浸水被害に

備え、隣接する市町や県、国等が連携・協力して、減災のための目標を共有し、ハード

対策とソフト対策を一体的かつ計画的に推進し、社会全体で洪水に備える「水防災意識

社会」を再構築することを目的とする。 

 

（協議会の実施事項） 

第３条  協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。  

(１)  洪水の浸水想定等の水害リスク情報と、現状の減災に係る取組状況等の共有 

(２)  円滑かつ迅速な避難、的確な水防活動及び円滑かつ迅速な氾濫水の排除を実現する 

ために各機関がそれぞれ又は連携して取り組む事項をまとめた「地域の取組方針」の作

成・共有 

(３) 「地域の取組方針」に基づく対策の検討及び実施状況のフォローアップ 

(４)  その他、大規模水害に関する減災に関して必要な事項 

 

（協議会） 

第４条  協議会は、別表１に掲げる委員をもって構成する。 

２ 協議会は、前項によるもののほか、必要に応じて委員以外の者の出席を要請し、意見を

聴くことができる。 

 

（幹事会） 

第５条  協議会の円滑な運営を行うため、協議会の下に幹事会を置く。 

２  幹事会は、別表２に掲げる構成員をもって構成する。 

３ 幹事会は、前項によるもののほか、必要に応じて構成員以外の者の出席を要請し、意見

を聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第６条  協議会は、原則として公開とする。ただし、審議内容によっては、協議会に諮り、

非公開とすることができる。  

２  幹事会は、原則非公開とし、幹事会の結果を協議会へ報告することにより、公開とみなす。 

 

 

 

 



3  

 

（協議会資料等の公表） 

第７条  協議会に提出された資料等については、速やかに公表するものとする。ただし、 

個人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表

しないことができる。  

２  協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、出席した委員の確認を得た

後、公表するものとする。 

 

（事務局） 

第８条  協議会の事務局は、鳥取県県土整備部河川課に置く。 

 

（雑則） 

第９条  この規約に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項については、協 

議会で定める。 

 

（附則） 本規約は、平成２９年５月  日から施行する。 
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別表１ 

 

 

千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会（仮称） 

 

 
（委 員）   鳥取市長 

岩美町長 

  若桜町長 

智頭町長 

八頭町長 

国土交通省 中国地方整備局 鳥取河川国道事務所長 

気象庁  鳥取地方気象台長  

鳥取県  危機管理局長 

鳥取県  県土整備部長 

鳥取県  鳥取県土整備事務所長 

鳥取県 八頭県土整備事務所長 

（オブザーバー）  国土交通省 中国地方整備局 河川部 

（事務局）    鳥取県 県土整備部 河川課 
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別表２ 

 

 

千代川圏域 県管理河川の減災対策協議会幹事会（仮称） 

 

（構成員）  鳥取市 防災調整監 

鳥取市 都市整備部長 

鳥取市 環境下水道部長 

岩美町  総務課長 

若桜町 総務課長 

智頭町 総務課長 

  八頭町 総務課 防災室長 

国土交通省 中国地方整備局  鳥取河川国道事務所  副所長 

気象庁  鳥取地方気象台  防災管理官 

鳥取県  危機管理局 副局長 

鳥取県 県土整備部 次長 

鳥取県  鳥取県土整備事務所 計画調査課長 

鳥取県  鳥取県土整備事務所 河川砂防課長 

鳥取県  八頭県土整備事務所 建設総務課 計画調査室長 

鳥取県  八頭県土整備事務所 河川砂防課長 

（オブザーバー）  国土交通省 中国地方整備局 河川部 

（事務局）    鳥取県 県土整備部 河川課 

 

 

 

 



資料－２

水防災意識社会再構築ビジョンの

県管理河川への展開



Ｐ６平成２７年９月 関東・東北豪雨

出典：国土交通省資料より抜粋 2



Ｐ１５

○計画を超える洪水や観測史上最大となる降雨の多発

○堤防決壊も発生

平成２７年９月 関東・東北豪雨

出典：国土交通省資料より抜粋 3



Ｐ１６

「施設では守り切れない大洪水は必ず発生するとの考えに立ち、水防災意識社会を再構
築する必要がある。」

社会資本整備審議会答申（平成２７年１２月）

出典：国土交通省資料より抜粋 4



社会資本整備審議会答申（平成２７年１２月）

我が国では、近代的河川改修が実施される以前の施設の能力が低く水害が
日常化していた時代には、水害を「我がこと」として捉え、これに自ら対
処しようとする意識が社会全体に根付いていた。

その後、近代的河川改修が進み、水害の発生頻度が減少したことに伴い、
社会の意識は「水害は施設整備によって発生を防止するもの」へと変化し
ていった。

今後、気候変動により、今回の鬼怒川のような施設の能力を上回る洪水の
発生頻度が高まることが予想されることを踏まえると、河川管理者を筆頭
とした行政や住民等の各主体が、「施設の能力には限界があり、施設では
防ぎきれない大洪水は必ず発生するもの」へと意識を変革し、社会全体で
洪水氾濫に備える必要がある。

出典：平成２７年１２月 社会資本整備審議会資料より抜粋 5



関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村
（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。
＜ソフト対策＞・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」

へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞・「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

排水門

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。

A市

B市

C町

D市

対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊等氾濫想定区域※

＜危機管理型ハード対策＞＜危機管理型ハード対策＞

○越水等が発生した場合でも決壊までの時
間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進

天端のアスファルト等が、
越水による侵食から堤体を保護
（鳴瀬川水系吉田川、

平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク
情報の周知
・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良
・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の
促進
・タイムラインの策定

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供
・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供

＜洪水氾濫を未然に防ぐ対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実施

横断図

※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊
に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域 6

水防災意識社会 再構築ビジョン



○岩手県岩泉町の小本川と支川清水川において、溢水、越水、決壊により広範囲で浸水が発生。

○ これまでに、浸水面積242ha、床上浸水118戸、床下浸水39戸の甚大な浸水被害が生じるとともに、小本川沿川の高

齢者福祉施設では、9名の死亡が確認された。

被災水位痕跡

Ｈ28.9.1撮影

被災水位痕跡

Ｈ28.9.1撮影

②被災水位痕跡

岩泉町役場

堤防決壊箇所

⑦
③

道の駅「いわいずみ」高齢者グループホーム「楽ん楽ん」

④

赤鹿水位観測所

③④

⑦

家屋・田畑浸水区
域洪水範囲

⑥

⑥

①

Ｈ28.9.1撮影

Ｈ28.9.1撮影

Ｈ28.9.1撮影

道路上に堆積した土砂、塵芥の撤去状況

浸水解消後の流木等散乱状況 流入した土砂による車の埋没状況

浸水解消後の流入土砂堆積状況 堤防決壊状況

浸水解消後の車の散乱状況

流木堆積状況

⑤

②

堤防決壊箇所

①

Ｈ28.9.3撮影小本
川

⑤

Ｈ28.9.1撮影

いわいずみちょう お も と が わ し ず が わ

×

堤防高4.87m

氾濫注意水位2.5m

水
位
（
m
）

時
間
雨
量
（
m
m
）

8月30日

小本川水位データ（赤鹿）

雨量データ（岩泉）

最高水位 6.61m

最大時間雨量 66mm

最大24時間雨量211mm

平成28年9月16日時点

平成２８年台風１０号豪雨災害 小本川の被害概要

出典：国土交通省資料より抜粋 7



避難行動に踏み切れなかった。【施設管理者】
・『避難準備情報』の意味が施設管理者に理解されていなかった。

(今回被災した要配慮者施設では避難マニュアルがなかったため具体な

行動として何をすればよいかわからなかった。）

小本川の河川整備が遅れていた。【県】

小本川は水位周知河川に指定されておらず、
浸水想定区域も公表されていなかった。 【県】
（岩手県は、水位周知河川指定に向けて浸水想定区域の検討を行っていたが、
東日本大震災に伴う地盤沈下等により、河川指定、区域公表がなされていなかった。）

小本川沿川地域で避難勧告が出ていなかった。【市町村】
・県からの情報が首長に伝わっていなかった。

（県土木事務所から町職員へ伝達したが町長へ伝わらなかった。）

（小本川では避難勧告発令の基準を設定しており今回の災害では基準を超えていた。）

・首長に対する技術的な支援がなかった。

（水位の上昇が速く臨機の対応ができなかった。）

→ 水害危険性の周知
の取組の拡大

→ ホットラインの構築

施設管理者への
説明会の開催

→

着実な河川整備の推進→

※報道ベースで整理

平成２８年台風１０号豪雨災害における課題（岩手県岩泉町）

出典：国土交通省資料より抜粋 8



平成２７年９月関東･東北豪雨災害を踏まえ、施設では守り切れない大洪
水は必ず発生するとの考えに立ち、社会全体で洪水に備える「水防災意識
社会 再構築ビジョン」に基づき直轄管理河川を対象として、減災に向け
たハード･ソフト対策が推進されている。

このような中、平成２８年８月以降に相次いで発生した台風による豪雨災
害では、中小河川においても甚大な被害が発生しており、水害から命を守
る「水防災意識社会」の再構築に向けた取組をさらに加速させ、全ての地
域において取組を推進していくことが必要である。

このため、都道府県管理河川についても、水防災意識社会の再構築に向
けた協議会を設置し、関係市町村等と連携し減災に向けた対策を一体的･総
合的･計画的に推進していく必要がある。

水防災意識社会再構築ビジョンの都道府県河川への取組拡大

出典：「平成２８年１０月７日 国土交通省通達」より抜粋 9



・過去の水害実績等の情報提供
・豪雨災害時に注視すべき河川情報等に関する助言

全国都道府県等管理河川担当者会議（仮称）の開催

都道府県等から市町村への緊急的な注意喚起

・今次水害の実態等、課題の共有、今後の取組方針の説明

協議会における各種取組みの推進
・総合流域防災協議会を活用するなどにより、県及び市町村等からなる協議会の設置を促進
・浸水範囲の共有、情報伝達方法の確認等、ハード・ソフト対策の一体的・計画的な推進

ホットラインの構築（沿川全市町村）
・洪水時等に沿川市町村長に直接連絡する体制を構築
・地域の実情に応じた伝達方法・留意点を整理したガイドラインを作成・提供

全国の要配慮者利用施設への説明会の開催

・厚労省等の関係機関との連携
・避難を検討する際の河川情報等に関する理解を深める説明会の開催

平成28年秋に実施

平成29年出水期までに実施

水防災意識社会再構築ビジョンの都道府県等管理河川への拡大の取り組み
～当面の緊急的な対応～

出典：国土交通省資料より抜粋 10



「水防災意識社会 再構築ビジョン」の都道府県管理河川への拡大

出典：平成２８年１１月 社会資本整備審議会資料より抜粋 11



天神川圏域県管理河川の
減災対策協議会

日野川圏域県管理河川の
減災対策協議会

千代川圏域県管理河川の
減災対策協議会

○ 県管理河川においても水防災意識社会を再構築するため、県、市町村、国が参画する減災対策協議

会を圏域毎（千代川圏域（東部）、天神川圏域（中部）、日野川圏域（西部））に設置します。

○ 「水害に関する警戒･避難情報のあり方検討会」から提言された内容を参考にしながら、関係機関で協

議を行い、概ね５年以内に実施する取組をまとめ、順次実施していきます。

協議会 対象市町村

千代川圏域 鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町

天神川圏域 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町

日野川圏域 米子市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町
日野町、江府町、境港市（オブザーバー）

鳥取県の県管理河川における取組み
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資料－３

現状の水害リスク情報と取組状況



現状の水害リスク情報

2



発生年月日 災害名

昭和34年9月25～27日 伊勢湾台風

昭和36年9月15日 第2室戸台風

昭和39年7月17～20日 山陰北陸豪雨

昭和47年7月25～27日 梅雨前線及び台風
6号、7号、9号

昭和51年9月8～13日 台風17号

昭和54年10月18～19日 台風20号

昭和62年10月16～17日 台風19号

平成2年9月18～19日 台風19号

平成10年10月17日 台風10号

平成16年9月29日 台風21号

平成16年10月20～21日 台風23号

平成18年7月15～19日 7月豪雨

平成19年8月22日 8月局地豪雨

平成19年9月4日 9月局地豪雨

平成23年9月1～4日 台風12号

平成25年7月31日～8月1日 8月豪雨

Ｐ５

鳥取県内でも過去に大きな被害が発生しています。

昭和54年台風第20号 昭和62年台風第19号
（1987年10月16日～17日）（1979年10月18日～19日）

湯梨浜町旧東郷町役場付近の
冠水状況

鳥取市吉成（大路川）の浸水状況

（2011年9月1日～4日）
平成23年9月局地豪雨

米子市河岡(佐陀川)の被災状況 米子市青木(小松谷川)の冠水状況

（2013年7月31日～8月1日）
平成25年8月豪雨

鳥取市福部町（塩見川）の浸水状況

過去の水害実績
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塩見川

八東川
(県区間)

三徳川(県区間)

中海

加茂川

旧加茂川

国土交通省指定河川

蒲生川

小田川

私都川

三徳川
(国区間)

佐陀川
東郷池

日置川
勝部川

河内川

野坂川

由良川

精進川

日野川（霞地区）

大路川

国土交通省指定河川

板井原川

袋川

八東川
(国区間)

水位周知・洪水予報河川位置図水位周知・洪水予報河川位置図

〔水位周知河川〕

鳥取県指定河川

〔洪水予報河川〕

鳥取県指定河川

Ｐ５

県管理河川のうち洪水予報河川に１河川、水位周知河川に１８河川を指定し、そのすべてで洪水に対する避難勧告
等の発令判断の目安となる基準水位を設定しています。（Ｈ２９．４時点）

水位周知河川等の指定状況
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＜鳥取市総合防災マップ＞＜河内川洪水浸水想定区域図（計画規模）＞

県では、水位周知河川等19河川について、計画規模の洪水浸水想定区域を県のホームページ等で公表しています。
市町村では避難場所や洪水浸水想定区域を記載したハザードマップを作成し、住民に配布する等して周知しています。
現在、想定最大規模の洪水浸水想定区域図についても19河川で作成中です。

洪水浸水想定区域
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洪水に際して水防上特に注意を要する河川区域を重要水防区域と定め、河川管理者である県や水防管理団体
である市町村は、洪水時にこの区域の巡視を重点的に行っています。
また、県が管理している堤防などの河川施設の中で、災害の危険性がある箇所を河川災害危険箇所としてい
ます。
これらは毎年出水期前に開催される水防連絡会や市町村防災担当課長会議で情報共有するとともに、ホーム
ページで公表しています。

【河川災害危険箇所判定基準】 

種別 

 

重要度 要注意区間 

 Ａ 水防上最も重要な区間 Ｂ 水防上重要な区間 

堤防高 

（流下能力） 

 

 

 計画高水流量規模の洪水の水位（高潮

区間の堤防にあっては計画高潮位）が現

況の堤防高を越える箇所。 

 

 計画高水流量規模の洪水の水位（高潮

区間の堤防にあっては計画高潮位）と現

況の堤防高との差が堤防の計画余裕高

に満たない箇所。 

 

 

 

 

堤防断面 

 

 

 

 現況の堤防断面あるいは天端幅が、計

画の堤防断面あるいは計画の天端幅の

２分の１未満の箇所。 

 

 現況の堤防断面あるいは天端幅が、計

画の堤防断面あるいは計画の天端幅に

対して不足しているが、それぞれ２分の

１以上確保されている箇所。 

 

 

 

 

法崩れ・すべ

り 

 

 法崩れ又はすべりの実績があるが、そ

の対策が未施行の箇所。 

 

 法崩れ又はすべりの実績があるが、そ

の対策が暫定施行の箇所。 

 法崩れ又はすべりの実績はないが、堤

体あるいは基礎地盤の土質、法勾配等か

らみて法崩れ又はすべりが発生するお

それのある箇所で、所要の対策が未施行

の箇所。 

 

 

 

 

 

 

 

 

漏水  漏水の履歴があるが、その対策が未施

行の箇所。 

 

 

 漏水の履歴があり、その対策が暫定施

行の箇所。 

 漏水の履歴はないが、破堤跡又は旧川

跡の堤防であること、あるいは基礎地盤

及び堤体の土質等からみて、漏水が発生

するおそれがある箇所で、所要の対策が

未施行の箇所。 

 

 

 

 

 

 

 

水衝・洗掘  水衝部にある堤防の前面の河床が深

掘れしているが、その対策が未施行の箇

所。 

橋台取り付け部やその他の工作物の

突出箇所で、堤防護岸の根固め等が洗わ

れ一部破損しているが、その対策が未施

行の箇所。 

波浪による河岸の決壊等の危険に瀕

した実績があるが、その対策が未施行の

箇所。 

 水衝部にある堤防の前面の河床が深

掘れにならない程度に洗掘されている

が、その対策が未施行の箇所。 

 

 

工作物  河川管理施設等応急対策基準に基づ

く改善措置が必要な堰、橋梁、樋管その

他の工作物の設置されている箇所。 

 橋梁その他の河川横断工作物の桁下

高等が計画高水流量規模の洪水の水位

（高潮区間の堤防にあっては計画高潮

位）以下となる箇所。 

 橋梁その他の河川横断工作物の桁下

高等と計画高水流量規模の洪水の水位

（高潮区間の堤防にあっては計画高潮

位）との差が堤防の計画余裕高に満たな

い箇所。 

 

 

 

 

 

工事施工   

 

出水期間中に

堤防を開削す

る工事箇所又

は仮締切り等

により本堤に

影響を及ぼす

箇所。 

新堤防・破堤

跡・旧川跡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新堤防で築造

後３年以内の

箇所。 

破堤跡又は旧

川跡の箇所。 

陸閘 

 

 

 

 

 

陸閘が設置さ

れている箇所。 

【重要水防区域判定基準】 

(１) 河川の区間区分 

  河川の区間区分は、重点的に水防活動を行うべき区間として、水防法に基づく指定河川や河川形状等により選 

定するものとし、重要度に応じて以下の区間に区分する。 

   ＜河川の区間区分＞ 

    ①最重点区間  洪水予報河川、水位情報周知河川及び水防警報河川の指定区間、河川災害危険箇所の特Ａ 

    ②重点区間   上記以外の築堤区間又は浸水常襲区間、主要な公共施設が近接する区間 

            （主要な公共施設の例：市役所、役場、病院、福祉施設、鉄道、国・県道等） 

    ③一般区間   上記以外の区間 

(２) 重要水防区域と重要度 

   各区間は、破堤や溢水時に想定される被害の大きさを考慮し、背後地状況によりＡ～Ｄ区間に区分し、Ａ～ 

Ｃ区間を重要水防区域の対象区間とする。（※背後地とは、破堤等した場合に想定される浸水及び被害の及ぶ 

範囲を含む。） 

   なお、上記方法により設定した重要度について、隣接区間で不整合等が生じる場合は、いずれか上位の重要度 

に統一することを基本とする。 

    ①Ａ区間  特に水防上重要な区間 

    ②Ｂ区間  水防上重要な区間 

    ③Ｃ区間  水防上注意を要する区間 

   ＜重要度区分＞ 

区分 ①ＤＩＤ又は人家連担 ②人家点在 ③その他（田畑等） 

最重点区間 Ａ Ｂ Ｃ 

重点区間 Ｂ Ｃ Ｄ 

一般区間 Ｃ Ｄ Ｄ 

重要水防区域及び河川災害危険個所
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減災に係る現状の取組状況
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千代川圏域の県管理河川は１１水系１２５河川あり、管理延長は約６１９kmありま
すが、整備率は約５３％にとどまっています。（平成２８年３月現在）

千代川
湖山川
晩稲川
三山口川
野坂川
袋川
新袋川
湯所川
摩尼川
円護寺川
狐川
山白川
天神川
美歎川
高岡川
上地川
神護川
大石川
石井谷川
十王川
大路川
清水川
砂田川
有富川
砂見川
八東川
私都川
前川
明辺川
大江川
見槻川
西谷川
平木谷川
新興寺谷川
小畑川
清徳川
細見川
来見野川
三倉川
舂米川
糸白見川
根安川
吉川川
皆込谷川
加地川
大宝谷川
三谷川
大井手川
長瀬川
旧長瀬川
谷一木川
猪ノ子川
曳田川
小河内川
宇戸川
大智谷川
赤波川
佐治川
安蔵川
中津美川
土師川
新見川

千代川水系 波多川
天木川
大屋川
真鹿野川
北股川
八河谷川
綾木谷川
倉谷川
大倉谷川
白坪川
横瀬川
北川
下味野清水川
ワサビ谷川
北谷川
呑谷川
砂田川放水路
西ヶ谷川
西ヶ谷奥川
香取川
洞ノ川
旧千代川
旧三谷川
古神護川
中瀬川

陸上川水系 陸上川
吉田川水系 吉田川

蒲生川
日比野川
小田川
荒金川
瀬戸川
長谷川
真名川
塩見川
駟馳山川
日津川
箭渓川
江川
蔵見川
溝川
逆川
逆川放水路

内海川水系 内海川
河内川
河田川
末用川
水谷川
中川
滑石川
佐谷川
浜村川
旧永江川
勝谷川
勝見川
勝部川
日置川
蔵内川
山田川
八葉寺川
今西川
露谷川

永江川水系 永江川

蒲生川水系

塩見川水系

溝川水系

河内川水系

浜村川水系

千代川水系

勝部川水系

河川整備に関する事項 ～県管理河川の整備状況～

事業中の河川
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蒲生川
塩見川

大路川

私都川

八東川

大井手川
湖山川

勝部川

砂田川

日置川

露谷川 浜村川
勝見川

勝谷川

江川

箭渓川



茗荷谷ダム

三滝ダム

殿ダム

百谷ダム

佐治川ダム

中津ダム
三朝調整池

東郷ダム

西高尾ダム

小田股ダム船上山ダム

下蚊屋ダム

俣野川ダム

朝鍋ダム

賀祥ダム

大宮ダム

菅沢ダム

凡 例

国交省管理ダム

農林水産省関係ダム

鳥取県管理ダム

企業局管理ダム

中国電力管理ダム

注）美歎ダムは砂防ダム

県 内 ダ ム 位 置 図

美歎ダム

鳥取県内のダムのうち、治水ダム･多目的ダムでは洪水調整を行い、下流の河川流量を低減させています。
現在の整備計画においてはダム整備は完了しています。
（治水ダム･多目的ダム：鳥取県管理５基、国土交通省管理２基）

番号 ダム名 位置 管理者 管理担当者 用途 型式 完成年度 堤高（ｍ） 堤頂点（ｍ） 総貯水容量（千ｍ3）

1 菅沢ダム 日南町
国　土

交通省

菅沢ダム

管理支所長

洪水調節・かんがい・工水・上水・発電・流水の正常

な機能の維持
重力式コンクリート 昭和43年度 73.5 210 19,800

2 殿ダム 鳥取市
国　土

交通省

殿ダム

管理支所長

洪水調節・工水・上水・発電・流水の正常な機能の

維持
ロックフィルダム 平成23年度 75 294 12,400

3 佐治川ダム 鳥取市 鳥取県
東部総合事務所

（県土整備局）
洪水調節・発電・流水の正常な機能の維持 重力式コンクリート 昭和46年度 46.5 105 2,310

4 百谷ダム 鳥取市 鳥取県
東部総合事務所

（県土整備局）
洪水調節・流水の正常な機能の維持 重力式コンクリート 昭和48年度 18 79 280

5 賀祥ダム 南部町 鳥取県
西部総合事務所

（県土整備局）
洪水調節・上水・流水の正常な機能の維持 重力式コンクリート 昭和63年度 46.4 174 7,450

6 東郷ダム 湯梨浜町 鳥取県
中部総合事務所

（県土整備局）

洪水調節・かんがい・工水・流水の正常な機能の維

持
重力式コンクリート 平成15年度 39.5 227 720

7 朝鍋ダム 南部町 鳥取県
西部総合事務所

（県土整備局）
洪水調節・流水の正常な機能の維持 重力式コンクリート 平成17年度 45 150 1,380

治水･多目的ダム一覧表

河川整備に関する事項 ～治水ダムの整備状況～
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洪水等による堤内地の内水氾濫防止を目的に排水機場の整備を進めています。
（鳥取県管理６基、国土交通省管理６基）

凡例

国土交通省管理排水機場

鳥取県管理排水機場

狐川排水機場

西大路排水機場

清水川排水機場

洗井川排水機場

倉田排水機場

勝見川排水機場

湯所排水機場

古海排水機場

北川排水機場
皆生排水機場

和田排水機場

河川整備に関する事項 ～排水機場の整備状況～

10

山白川排水機場

開始 停止

ｍ ｍ

狐川排水機場 国土交通省中国地方整備局 0.85 0.85 鳥取市（都市環境課）

湯所排水機場 〃 1.40 1.40 〃

西大路排水機場 鳥取県知事 5.50 4.50 〃 増設計画あり

清水川排水機場 〃 4.00 3.00 〃 増設計画あり

倉田排水機場 〃 0.80 0.80 〃 増設計画あり

山白川排水機場 〃 建設中

洗井川排水機場 〃 6.20 5.90 〃

勝見川排水機場 〃 1.60 1.30 〃

古海排水機場 国土交通省中国地方整備局 4.00 3.70 〃

北川排水機場 〃 6.10 5.50 〃

和田排水機場 〃 1.50 1.51 倉吉市

皆生排水機場 国土交通省中国地方整備局 1.15 1.00 国土交通省日野川河川事務所 増設計画あり

操作基準

県内排水機場一覧表

名称 施設管理者 備考管理委託団体名



凡例

県内水防区及び水防倉庫位置図

1
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国土交通省水防倉庫

鳥取県水防倉庫

市町村管理水防倉庫

水防区番号

河川防災ステーション

洪水時の水防活動に備え、水防倉庫等に備蓄資材及び水防器材を保管しており、出水期前には備蓄資器材の点検・
補充及び水防工法講習会や水防訓練を行っています。
直轄河川では天神川に、県管理河川では蒲生川に河川防災ステーションを整備しており、地域の水防活動拠点となっ
ています。

天神川河川防災ステーション

蒲生川河川防災ステーション
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棟 坪 俵 枚 枚 kg 本 kg 丁 丁 丁 丁 丁 丁 丁 丁 ｍ 丁 丁 丁 ケ 台 台 台 台 台 人 人 人

2 19 227 18,500 2,215 292 626 809 710 572 117 79 81 68 132 106 56 860 98 489 52 90 16 22 2 － － 3 1,911 30 1,941

八頭

県土
3 7 135 6,403 515 100 198 276 336 242 43 28 36 56 73 64 43 72 45 216 24 29 － 12 18 8 13 15 652 － 652

中部

総合
5 17 205 20,530 1,605 180 901 640 635 420 75 47 100 34 128 76 79 316 46 601 48 47 7 34 7 8 10 4 1,327 － 1,327

西部
総合

6 10 155 46,300 2,323 166 956 1,165 1,094 1,012 168 72 68 85 121 84 55 810 64 539 55 51 44 17 11 25 14 15 1,089 － 1,079

日野

県土
3 4 59 6,150 510 － 128 263 300 149 17 16 16 11 32 18 10 10 35 233 27 11 － 15 16 14 20 18 217 － 217

計 19 57 782 97,883 7,168 738 2,809 3,153 3,075 2,395 420 242 301 254 486 348 243 2,068 288 2,078 206 228 67 100 54 55 57 55 5,196 30 5,216

自動車 水防要員

水
防

管

理
団

体

数

事
務

所
名

鳥取

県土

県内水防倉庫および水防資器材ならびに水防要員総括

水防倉庫 水防資材 水防器材

水防に関する事項 ～水防資機材等の整備状況～



水防に関する事項 ～避難勧告等の発令基準～

平成２９年４月から以下の見直しを踏まえた基準水位で運用しています。
平成２７年に市町村に聞取りを行ったリードタイム（情報伝達及び避難時間等）を基準水位の設定に反映しました。
水防団出動のタイミング（氾濫注意水位）で堤防監視強化が図れるよう、堤防機能の脆弱性評価（浸透・侵食評価）
結果を基準水位の設定に反映しました。

氾濫危険水位（危険水位）

※避難等に要する時間（ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ）

避難判断水位（特別警戒水位）

氾濫注意水位（警戒水位）

水防団待機水位（指定水位）

※水防団（消防団）の現地への移動等に
要する時間

※水防団（消防団）が出動するまでの準
備等に要する時間

水防団に出動を要請し、警戒にあたる必要がある
水位

【避難準備・高齢者等避難開始
の目安】

水防団が出動するための準備をはじめる目安とな
る水位

洪水による災害の発生を特に警戒すべき水位

【避難勧告の目安】

河川の水があふれるおそれのある水位

【避難指示（緊急）の目安】

避難勧告等の発令のPoint!

越水前に余裕をもって避難完了

12



● 鳥取県河川監視カメラ ７３基
■ 国土交通省河川監視カメラ １５基

河川監視カメラ位置図

避難判断等に利用できるよう、河川監視カメラの設置を進めており、設置済みのカメラの画像はホームページで配信し
ています。

凡例

〈鳥取県ホームページ〉

水防に関する事項 ～河川情報の情報伝達～

13



凡例

既設の県管理の水位計 ７０局

既設の県管理の水位計(ダム系) ７局

既設の県管理ダム貯水位計 ５局

既設の国管理の水位計 ２８局

１１０水位観測局の観測情報を収集し、ホームページで配信しています。
また、一部の河川の水位情報についてはＮＨＫデータ放送やＣＡＴＶで提供しています。

〈ＮＨＫデータ放送〉
〈ＣＡＴＶ〉 〈鳥取県ホームページ〉

水防に関する事項 ～河川情報の情報伝達～

14



凡例

県内雨量観測局位置図

１５９雨量観測所（10ｋｍメッシュに1箇所程度）の観測情報を収集し、一部を除いてホームページで配信しています。
また、降雨量、雨雲レーダー、天気図等の気象情報は、テレビやデータ放送、ＣＡＴＶ、ホームページで確認できます。

〈鳥取県ホームページ〉〈気象庁ホームページ〉

鳥取県管理雨量計 ７３局

鳥取県管理雨量計(ダム系) ８局

国土交通省管理の雨量計 ５７局

気象庁雨量計 １６局

既設の県管理ダム ５ダム

水防に関する事項 ～気象情報の情報伝達～

15



Ｐ１６

〈あんしんトリピーメール〉

避難判断水位情報、水防警報、避難情報等をあんしんトリピーメールで登録者に配信しています。
避難勧告等の発令等の避難情報を防災行政無線、広報車、テレビ（テロップ）、ラジオ放送、ＣＡＴＶ、緊急速報メール
（エリアメール）等、様々な手段で伝達しています。

＜広報車＞

＜避難情報等ＮＨＫ画面＞

水防に関する事項 ～避難情報等の住民への情報伝達～

＜防災行政無線＞

16



Ｐ１７

水位周知河川等19河川では、ファックスにより水防警報、避難判断水位到達情報、洪水予報等を伝達し、着信確認
しています。
また、水位情報を防災担当者に自動配信できるよう、水位到達メール配信システムを改修しました。
破堤や越水の危険があるときは河川管理者から市町村長に直接連絡するよう、ホットラインを構築しました。

ホットラインのイメージ（市町村⇔河川管理者）全基準水位の到達情報をメール配信

河川水位情報の自動配信

伝達様式（河川管理者⇒市町村）

水防に関する事項 ～水位情報等の市町村への情報伝達～

17
17



Ｐ２０

〈スポットＣＭ〉

〈水害・土砂災害シンポジウム〉

〈防災学習会〉

〈防災サイン〉

水害への住民の意識啓発や防災力の向上のため、「土砂災害・水害防
止スポットＣＭ」の放映や、「水害・土砂災害に関するシンポジウム」の開
催、学校や地域への出前講座や防災学習会を実施するなど、様々な取
組を行っています。
聴覚障がい者に配慮した「防災サイン」を作成し、普及に努めています。

水防に関する事項 ～住民等への意識啓発～

18※岩美町



資料－４

水害に対する警戒・避難情報の

あり方検討会



水害に対する警戒・避難情報のあり方検討会

2

１ 開催経過と検討内容
第１回 平成２８年８月１０日

・現状と課題、主な検討内容（論点等）

第２回 平成２８年１１月３０日

・避難勧告等の判断基準水位の見直し

・住民目線での情報発信と伝達方法

・市町村長が避難勧告等の発令の必要性を判断しやすい情報

・岩手県等での水害を踏まえたその他河川における課題と対応の方向性

第３回 平成２９年２月１日

・堤防機能の脆弱性評価

・洪水浸水想定区域の見直し、ハザードマップ等に盛り込む情報

・住民の水害に対する心構えと知識を備える方策

・提言書（案）の構成

第４回 平成２９年３月２４日

・提言書とりまとめ

２ 構成員
鳥取大学柗見副学長(地域防災工学)､梶川助教(水工学)、

鳥取県学校防災アドバイザー、美保南まちづくり協議会、

鳥取市社会福祉協議会、社会福祉法人萌生会、ＮＨＫ鳥取放送局、

鳥取市総務部防災調整危機管理課、岩美町総務課、

国土交通省鳥取河川国道事務所、鳥取地方気象台、鳥取県危機管理局



水害に対する警戒・避難情報のあり方検討会

3

３ 検討会で抽出した対応すべき課題

■社会構造の変化や県内河川の現状等に伴う課題

• 人口減少･少子高齢化による地域防災力の低下（避難行動の困難さ､地域コミュニティの変化､水
防団員の減少等）

• 近年県内では大規模な水害を経験していないことや、避難行動要支援者の増加や昼間の防災
の担い手不在等による避難誘導の困難さ

• 急激に水位上昇する県内河川の特性、県管理河川の不十分な整備の現状、複数河川での同時
出水時の情報伝達等の複雑さ

• 河川管理施設の老朽化の進行

■県管理河川の大規模氾濫等に対する課題

• 危険な場所からの立ち退き避難、市町村・住民等の適切な判断・行動、水防体制の脆弱化

• 「洪水を河川内で安全に流す」施策だけで対応することの限界

• ｢自分は災害にあわないという思い込み｣（正常性バイアス）による避難の遅れ

• 適切な避難のための情報提供・共有（市町村長への確実な情報伝達、水位周知河川以外の河
川での水害リスク情報の提供）

• 要配慮者利用施設管理者等の避難準備情報等の理解不足と避難確保計画策定の必要性の認
識不足



資料－５

減災のための目標と取組（案）



鳥取県の強み「支え愛」による地域防災力の強化

鳥取方式による地域と一体となった効率的な水防･河川管理と治水
対策の実施

住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等
の提供

●５年間で達成すべき目標

●達成に向けた３本柱の取組

河川整備率が低く、また、急流河川で水位上昇が急激な県管
理河川の特性を踏まえ、発生しうる大規模水害に対し、ハード
整備とソフト対策が一体となったとっとりらしい防災･減災対策
に取り組み、「地域防災力の強化」「安全･安心で活力ある地域
づくり」を目指す。

減災のための目標（案）

2



●ハード対策の主な取組

●ソフト対策の主な取組

■洪水氾濫を未然に防ぐ対策
ハード対策等の優先順位付けによる推進と計画的な予防保全型維持管理の実施

■危機管理型ハード対策（堤防天端保護等）
■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

重点監視区間の設定と河川監視カメラ等の増設

■鳥取県の強み「支え愛」による地域防災力の強化

＜地域の防災体制づくり＞
地域の支え愛防災マップづくり等を通した地域防災力向上の取組
住民主体の防災体制づくりの推進

＜住民の水害に対する心構えと知識を備える方策＞
■防災学習・教育、意識啓発
鳥取型防災教育の充実・拡大の取組
住民の意識啓発、地域の防災学習の継続的な取組

■行政等の防災力向上
行政等の防災力向上研修・訓練
市町村と要配慮施設との情報伝達・共有化の体制づくり

■鳥取方式による地域と一体となった効率的な水防･河川管理の実施

＜河川・堤防機能の脆弱性評価を活用した水防体制の強化・効率化＞
水防団・住民等との協働による水防体制づくり
ＩＣＴ等の活用や住民等との協働による河川管理の効率化等
重点監視区間の設定と河川監視カメラ等の増設

減災のための取組（案）

3



●ソフト対策の主な取組
■住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等の提供

＜水害リスク情報等の共有＞
■水位周知河川等の水害リスク情報等の共有
想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域等の提供
水位周知河川等の指定促進

■水位周知河川等に指定されていない河川の水害リスク情報等の共有
水位周知河川以外で簡易想定による概ねの浸水範囲等の情報提供

■県内河川の現状を踏まえた避難判断等基準の検討
県の実情を踏まえた早めの避難判断基準（水位）
水位周知河川等に指定されていない河川の避難勧告等の目安の検討

＜円滑かつ迅速な避難の実現＞
■住民等の主体的な避難の促進
避難行動に直結するハザードマップの改良
わかりやすく切迫性のある河川情報画面の改良等
防災行動計画（タイムライン）等の作成・配布による避難行動及びタイミングの明確化
住民にわかりやすい避難情報の伝達文の検討
多様な手段での河川情報の提供による確実な情報伝達

■要配慮者利用施設における確実な避難
要配慮者利用施設管理者への説明会実施と避難確保計画の作成等の支援

■市町村長による避難勧告等の適切な発令のための環境整備等
氾濫の拡大が時系列的にわかるシミュレーションの提供
避難勧告等の目安となる河川水位情報の自動配信
河川管理者と市町村長とのホットラインの早期定着
過去の洪水時の雨量と水位の関係整理と水位予測の検討
わかりやすく切迫性のある河川情報画面の改良等
防災行動計画（タイムライン）等の作成・配布による避難行動及びタイミングの明確化
多様な手段での河川情報の提供による確実な情報伝達

減災のための取組（案）

4



現状と課題
人口減少、少子高齢化により「自助」「共助」による避難行動、水防活動などの地域防災力の低下が懸念される。
自分は災害にあわないという思い込み（正常性バイアス）があり、避難の遅れにつながる。

住民主体の防災体制づくりの推進

•防災リーダーの育成
•自主防災組織等の研修

地域の支え愛防災マップづくり等を通した地域防災力向上の取組み

•防災学習や出前講座等の実施
•降雨体験や浸水体験などの体験型の防災学習等
•現場点検等を交えた支え愛防災マップ等の作成支援

•マップ等を活用した防災訓練等

ワークショップ等を交えた防災マップ、支え愛マップ作成と防災訓練の実施 ⇒ 水害リスクの周知、意識啓発
防災リーダー養成講座、自主防災組織等の研修 ⇒ 地域防災力の向上

自主防災組織等の研修防災協力員養成講座

関係機関が連携し、
支え愛防災マップを
作成支援

作成した防災マップを
活用した支え愛防災
訓練を実施

防災訓練

支え愛防災マップの作成

少子高齢化が進行する中、自
ら考え行動する「自助」の啓
発や、避難行動要支援者を地
域住民で支援する「共助」の
体制づくりを図る。

防災情報
を追記！

①防災学習等→水害の危険性の認識

②マップ作成→水害の危険性の体験

③防災訓練→水害を想定した実践

水害の危険性の認識

水害の危険性の体験

水害を想定した実践

活動をとおして地域コミュニティの再構築
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取組（案） 鳥取県の強み「支え愛」による地域防災力の強化
～地域の防災体制づくり～



現状と課題
水害リスクについての知識や心構えが十分でなく、いざというときに適切に判断し行動することができないことが懸念される。

防災学習・教育、意識啓発

•鳥取型防災教育の充実・拡大の取組
•住民意識啓発、地域の防災学習の継続的取組

行政等の防災力向上

•行政等の防災力向上研修・訓練
•要配慮者利用施設との情報の伝達・共有化の体制づくり

防災学習･教育、意識啓発 ⇒ 地域防災の担い手育成、自助･共助社会の実現
行政等の防災力向上研修・訓練 ⇒ 確実な避難勧告等の発令、円滑な水防活動

防災教育 降雨体験 防災学習洪水動画

要配慮者利用施設勉強会トップセミナ―の開催

体験・実践型で水害の危険性と避難行動を学習

⇒・体験型の学習会の充実等を図り、中学・高校へも取組を拡大
・学校･ＰＴＡと町内会等が協力し、地域一体となった防災教育の取組

⇒ 防災に精通した人材の育成を推進

水害シンポジウム

防災力向上
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取組（案） 鳥取県の強み「支え愛」による地域防災力の強化
～住民の水害に対する心構えと知識を備える方策～



・ICT等の活用や住民等との協働による河川巡視・点検の効率化
（鳥大との連携・住民参画による効果的な維持管理）
・水防団・住民等との協働による水防体制づくり
・情報の錯綜や集中が生じない双方向の連絡体制の構築
・水位計や河川監視カメラ等を増設

・粘り強い堤防構造の工夫

現状と課題
県管理河川は河川数が多く、総管理延長も長いことから、河川状況の詳細な把握が困難。
維持管理を担う職員の減少、建設業の担い手不足等も重なり、適切な機能維持や補修、更新が困難となることが懸念される。

水防団員の減少・高齢化等が進行し、水防活動に従事する人員が減少する中で、多岐にわたる水防活動を的確に実施できなくなること
が懸念される。

《河川･堤防機能の脆弱性評価（簡易評価）》
・越水評価（河道の流下能力評価（どの位の流量が流れるか））
・浸透評価（浸透による堤防破壊が起こり得るか）
・侵食評価（流速に耐え得る護岸構造か）

・河川改修や堤防の質的改良等の優先順位付けと推進
・予防保全型で計画的な維持管理の推進

河川・堤防機能の脆弱性評価

ソフト対策

量水標

ドローン(ICTの活用)

河川巡視・点検の効率化(ICTの活用)

ハード対策等の推進と
予防保全型の計画的な維持管理の推進

的確な水防活動の推進 ～水防体制の強化･効率化～

情報提供と情報入手

河川監視カメラ

○危険個所、重点監視区間の設定

危機管理型のハード対策の導入

※越水等により崩壊するまでの時間を少しでも延ばし、
被害を低減させる。

ハード対策

河川･堤防機能の脆弱性評価 ⇒ 重点監視区間を設定し、水防体制の強化･効率化
ハード対策等の優先順位付けと推進 7

取組（案） 鳥取方式による地域と一体となった効率的な水防･河川管理の実施



現状と課題
気候変動により想定を上回る洪水の発生頻度が高まることが想定されるが、水害リスクについての情報提供が十分できていない。
水位周知河川に指定されていない河川について、避難勧告の発令を支援するための判断情報を提供できていない。

水位周知河川等の水害リスク情報（１９河川）

•想定最大規模降雨に対する洪水浸水想定区域、家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）等の公表
•破堤点毎に時系列で分かるシミュレーション結果の公表
•水位周知河川等の指定促進

水位周知河川等以外の河川の水害リスク情報（２７６河川）

•簡易浸水想定による概ねの浸水範囲を市町村に情報提供

計画規模（現在） 想定最大

氾濫流による倒壊

河岸侵食による倒壊

洪水浸水想定区域図

家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流、河岸侵食）

立退き避難が必要な区域の明示

想定最大規模降雨の洪水浸水想定区域等を公表 ⇒ 市町村のハザードマップに活用
全中小河川の簡易浸水想定による浸水範囲を公表 ⇒ 避難勧告発令の目安等に活用

県内河川の現状を踏まえた避難判断等基準

•水位周知河川：早めの避難勧告となる判断基準水位の設定
（当面の運用）

•水位周知河川以外：雨量情報や降雨指標等による目安の設定

避難完了・避難指示（緊急）

避難勧告

避難準備・高齢者等避難開始

水位名称 避難情報 避難行動（住民等）

氾濫危険水位 避難指示（緊急） 避難完了

避難判断水位 避難勧告 避難開始

氾濫注意水位
避難準備・高齢者等

避難開始
避難準備

要支援者は避難開始
避難勧告発令の区域の
目安等を新たに設定

越水前に余裕をもって
避難完了
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取組（案） 住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等の提供
～水害リスク情報等の共有～



現状と課題
市町村・住民とも水害リスクについての知識や心構えが十分でなく、いざというときに適切に判断し行動することができない懸念がある。
自分は災害にあわないという思い込み（正常性バイアス）により、自発的な避難行動をしない恐れ。

住民等の主体的な避難の促進

•避難行動に直結するハザードマップの改良
•想定浸水深等の町中での表示（まるごとまちごとハザードマップ）
•わかりやすく切迫性のある河川情報画面の改良
•多様な手段での河川情報等の提供による確実な情報伝達（プッシュ型の洪水予報の発信、防災サインの普及啓発 等）

•県管理河川の防災行動計画（タイムライン）
•家庭用災害・避難カードの配布・活用
•わかりやすい避難情報の伝達文の検討
•重点監視区間の設定と監視カメラ等の増設【再掲】

市町村単位の防災行動計画（タイムライン）の作成 ⇒ 避難行動等の明確化、避難訓練の実施
防災行動計画（タイムライン）にホットラインを位置付け・定着 ⇒ 確実な情報伝達による住民避難

防災サイン家庭用災害・避難カード（イメージ）

防災行動計画（タイムライン）（イメージ）
家屋倒壊等氾濫想定区域（早期避難）の明示（例）

プッシュ型の情報発信（エリアメール）
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まるごとまちごとハザードマップ

取組（案） 住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等の提供
～円滑かつ迅速な避難の実現（１）～



現状と課題
要配慮者利用施設において避難確保計画や避難訓練が実施されておらず、また防災情報が十分に理解されていない。
河川管理者からの情報が市町村長に伝わらない恐れがあり、確実な避難勧告等の発令に支障が生じる恐れがある。

要配慮者利用施設における確実な避難

•要配慮者利用施設管理者への説明会の開催（避難確保計画の作成等）
•避難確保計画の作成支援及び計画に基づいた避難訓練の実施支援 （水防法改正により義務化予定）

要配慮者利用施設における避難確保計画の作成 ⇒ 避難訓練等による定着
防災行動計画（タイムライン）にホットラインを位置付け・定着 ⇒ 確実な情報伝達による住民避難

市町村長による避難勧告等の適切な発令のための環境整備等

河川水位情報の自動配信
（防災担当職員向け）

要配慮者利用施設管理者への説明（H28.10）

ホットラインのイメージ（市町村⇔河川管理者）

要配慮者利用施設の洪水時の防災体制例

•河川管理者と市町村長とのホットラインの定着
•氾濫の拡大が時系列的にわかるシミュレーションの公表
（水位周知河川等）

•避難勧告等の目安となる河川水位情報の自動配信
•過去の洪水時の雨量と水位の関係整理と水位予測の検討
•わかりやすく切迫性のある河川情報画面の改良【再掲】
•県管理河川の防災行動計画（タイムライン）の作成
•重点監視区間の設定と監視カメラ等の増設【再掲】
•多様な手段での河川情報等の提供による確実な情報伝達【再掲】

全基準水位の到達情報
をメール配信
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取組（案） 住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等の提供
～円滑かつ迅速な避難の実現（２）～



 

今後の進め方について（案） 

 

■ 第１回 協議会 平成２９年５月  

・設立趣旨と規約の確認 

・減災のための目標について 

・今後の進め方について 

 

■ 幹事会（１～２回程度） 平成２９年６～７月頃 

・各機関が取組むべき内容と現状の取組状況及び 

課題の共有 

・概ね５年間における具体的な取組方針（案）の検討 

 

■ 第２回 協議会 平成２９年８月頃 

・概ね５年間における取組方針のとりまとめ（公表） 

 

※タイムライン、避難計画等の個別課題について、関係機関

等を含む検討会などで検討していきます。 

※取組方針作成後は、協議会及び幹事会でフォローアップし

ていきます。 

 

資料－６ 



「とっとりらしい水害対策」の推進について

〈Ｈ２８〉 〈Ｈ２９〉 〈Ｈ３０～〉

鳥取県管理河川 大規模氾濫

減災協議会（圏域毎に設置）

H30.5 第3回協議会
（フォローアップ）

避難勧告等の判断水位見直し
防災行動計画（タイムライン）の作成

H30.4首長説明

要配慮者利用施設の
避難確保計画作成支援

H29.3 第4回検討会
（提言まとめ）

H29.5 説明会
（出水期まで） ⇒ モデル施設で取組（避難計画作成・訓練実施）

H29.4水位見直し

（その他河川）簡易浸水想定

H29.4～5
市町村長

説明
H29.5 第1回協議会
（出水期まで）

（水位周知河川等）想定最大浸水想定洪水浸水想定区域図

水害に対する警戒・避難情報の

あり方検討会

⇒ 試行運用および検証
（水防体制）

市町村・水防団協議

⇒ ホットラインの定着・運用

※中部県土は地震の影響によりH29.5まで繰越

水防体制

地域防災計画

H30.3 地域防災計画（変更）
・基準水位見直し、ホットラインの位置付け
・防災行動計画（タイムライン）の位置付け

H30.4 水防体制（変更）
・水位周知河川、重点監視区間

・基準水位見直し ※ホットライン位置づけ済
・防災行動計画（タイムライン）の位置付け

〈Ｈ２９〉 →出水期 →台風期

鳥取型防災教育の充実

ハザードマップ等で周知

地域の防災マップづくりに反映

概ね5年で100％作成
を目指す

水位周知河川でモデル的に
試行運用および検証

H30.3作成

千代川圏域：5/18

天神川圏域：5/17

日野川圏域：5/19

H29.8 第2回協議会（台風期まで）
（減災にかかる取り組み方針）

H29.9 告示（台風期まで）

H29.6防災行動計画
（タイムライン）（案）作成（出水期まで） H30.4本格運用

（地域防災計画修正）

H29.4～5
市町村長説明

H29.4 水防体制（変更）

重点監視区間と水防団・住民等との
協働による水防体制づくり

H29.3河川堤防評価

H30.4 試行運用および検証
（水防体制）

ホットラインの定着

地域の防災マップづくり等を
通した地域防災力向上

行政等の防災力向上

取組拡大

取組拡大

H30.4～5 担当者会議・研修等

モデル地区で取組み
（体験型･実践型で水害の危険性と避難行動を学習）

担当課長･担当者会議･研修等（河川管理者、水防管理者）

モデル校で取組み
（体験型･実践型で水害の危険性と避難行動を学習）

H28.10
説明会

H29.4～6


